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愛知県刈谷市各会計予算書

令 和 年 度





議案第２３号 

   令和６年度刈谷市一般会計予算 

令和６年度刈谷市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６８，９００，０００千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継

続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができ

る事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」に

よる。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和６年２月１６日提出 

                   刈谷市長  稲  垣     武 
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第１

歳

税 345,421

　

4 市たばこ税 1

入

,079,150

5 都市計画税 3,164,969

2 地方譲与税 427,615

1 地方揮発油譲与税 110,000

款

2 自動車重量譲

表

項

与税 300,000

金

3 森林環境譲

　

与税 17,615

3 利子割交付

　

金 13,000

額

1 利子割交付金 1

(

3,000

単

4 配当割交付金 24

位

0,000

：

1 配当割交付金 240

　

千

,000

円

5 株式等譲渡所得割交

)

付金 190,000

1 株式等譲渡所得割交付金 190,000

6 法人事業税交付金 89

1

0,000

市

1 法人事業税交付金 8

税

90,000

歳

3

7 地方消費税交付

6

金 4,070,000

,

1 地方消費

8

税交付金 4,070,

3

000

8

6

自動車取得税交付金 1

,

1 自動車取

1

得税交付金 1

9

款 項 金　 　額

5

(単位：千円)

入

9 環境性能割交付金 130,000

1 環境性能割交付金 130,000

10 地方特例

1

交付金 1,000,0

市

87

1 地方

民

特例交付金 981,5

税

32

1

歳

4

2 新型コロナウイルス感染症対
　策地方税減収補填特別交付金

18,555

,97

11 地方交付税 1

3

1 地方交付税 1

,

12 交通

6

安全対策特別交付金 2

5

2,000

6

1 交通安全対策特別交付金 22,000

出

13 分担金及び負担金 175,239

1 負担金 175,239

2

14 使用料及び

固

手数料 1,308,4

定

65

1 使用

資

料 1,222,997

産

2 手数料 8

税

5,468

予

1

15 国庫支出金 8,

7

637,325

,

1 国庫負担金 6,

2

617,329

7

2 国庫補助金 1,

2

986,733

,

3 委託金 33,2

9

63

16

9

県支出金 4,436,

9

141

1 県

算

負担金 2,423,658

2 県補助金 1,697,738

3 委託金 308,643

3 軽自動車
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金 64,213

　

1 寄附金 64,2

額

13

19

(

繰入金 2,918,7

単

31

1 繰入

位

金 2,918,731

：

20 繰越

千

金 1,000,000

円

1 繰越金 1

)

,000,000

21 諸収入 2,985,786

1 延滞金、加算金及び過料 10,00

4

0

2 市預金

県

利子 8,089

交

3 貸付金元利収入

付

511,610

金

4 雑入 2,456

6

,087

,

22 市債 3,341,

1

900

1 市

0

債 3,341,900

2

歳　　　入　　　合　　　計 68,900,000

歳　出

款 項 金　　　額

(単位：千円)

1 議会費 403,690

1 1 議会費 403,67 90

2 総

財

務費 6,748,79

産

8

1 総務管

収

理費 5,232,16

入

4

2 徴税費

2

854,555

1

3 戸籍住民基本台

3

帳費 568,269

,

4 選挙費 16

3

,951

5

0

統計調査費 9,737

1

6 監査委員費 67,122

3 民生費 29,437,707

1 社会福祉費 13,404,480

1

2 児童福祉費 1

財

4,569,226

款

産

3 生活保護費

運

1,450,501

用

4 災害救助費

収

13,500

入

4 衛生費 5,66

1

0,836

2

1 保健衛生費 2,92

4

2,853

,

2 清掃費 2,737,

6

983

5

項

2

労働費 113,572

6

1 労働諸費 113,572

6 農林水産業費 884,162

1 農業費 884,162

7

2

商工費 1,750,2

財

42

産

金

売払収入 88,675

　

18 寄附
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3 河川費 343,

　

302

4 都

額

市計画費 5,239,

(

514

5 下

単

水道費 1,942,0

位

01

6 住宅

：

費 450,696

千

9 消防費 1,

円

847,722

)

1 消防費 1,847,722

10 教育費 9,575,898

1 教育総務費 938,

1

952

2 小

商

学校費 1,637,1

工

49

3 中学

費

校費 743,456

1

4 特別支援学

,

校費 86,880

7

5 社会教育費 3

5

,246,236

0

6 保健体育費 2

,

,923,225

2

11 災害復旧

4

費 43,000

2

1 民生施設災害復旧費 2,000

2 農林水産業施設災害復旧費 5,000

3 公共土木施設災害復旧費 36,000

1

8

2 公債費 1,409,

土

105

木

款 項 金　　　額

(単位

費

：千円)

1 公

1

債費 1,409,10

0

5

13 諸, 支出金 1

1

9

普通財産取得費 1

9

14 予備費 3

5

0,000

,

1 予備費 30,000

2

歳　　　出

6

　　　合　　　計 68

7

,900,000

款

1 土木管理費 20

項

0,257

金

2 道路橋りょう費 2,

　

819,497
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第２表　継続費

（単位：千円）

款 項 事　業　名 総　　額 年度 年　割　額

６ 140,000 

７ 210,000 

６ 129,000 

７ 600,000 

８ 628,000 

施 設 改 修 事 業 350,000 

8 土 木 費

4 衛 生 費

ウイングデッキ整備事業 1,357,000 

2 清 掃 費

4 都 市 計 画 費

第３表　債務負担行為

（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

特 別 企 画 展 開 催 事 業 令 和 ７ 年 度 4,500

独 立 開 業 資 金 及 び
事 業 転 換 資 金 預 託 金

令 和 ７ 年 度 融 資 額 の ３ 分 の １ 以 内

商 工 業 者 事 業 資 金 預 託 金 令 和 ７ 年 度 融 資 額 の ３ 分 の １ 以 内

名 鉄 刈 谷 市 駅 前 広 場
公 有 財 産 購 入 費

令和６～７年度 131,925

総 合 文 化 セ ン タ ー
舞 台 機 構 等 改 修 費

令和６～７年度 230,000

第４表  地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償  還  の  方  法

計

す ぎ な 作 業 所 等 整 備 事 業

刈 谷 幼 児 園 大 規 模 改 造 事 業

小高原幼児園大規模改造事業

市 道 ０ １ － ４ 号 線 他
道 路 新 設 改 良 事 業

市 道 ０ １ － ４ ０ 号 線 他
道 路 新 設 改 良 事 業

市 道 ０ ２ － ５ 号 線 他
道 路 新 設 改 良 事 業

施設改修事業（環境センター）

市 道 ０ ２ － １ ４ 号 線 他
道 路 新 設 改 良 事 業

準 用 河 川 草 野 川 改 修 事 業

Ｊ Ｒ 刈 谷 駅 総 合 改 善 事 業

ウ イ ン グ デ ッ キ 整 備 事 業

仮称 たまち公園等整備事業

三 豊 公 園 整 備 事 業

普通貸借
又　　は
証券発行

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金等に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
利率見直し後
の利率）

政府資金等融資条件に
定めのある場合はその
条件により、銀行その
他の場合にはその債権
者と協定するものによ
る。ただし、市財政の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は
低利に借換えすること
ができる。

富 士 松 市 民 セ ン タ ー
大 規 模 改 造 事 業

住 吉 小 学 校 擁 壁 改 修 事 業

体 育 館 ト イ レ 等
改 修 事 業 （ 小 学 校 ）

体 育 館 ト イ レ 等
改 修 事 業 （ 中 学 校 ）
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体 育 館 ト イ レ 等
改 修 事 業 （ 中 学 校 ）
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議案第２４号  

令和６年度刈谷市刈谷小垣江駅東部土地区画整理事業特別会計予算  

令和６年度刈谷市の刈谷小垣江駅東部土地区画整理事業特別会計の予算は、次に

定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６５６，９３５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

  令和６年２月１６日提出  

                   刈谷市長  稲  垣     武  
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第１

歳

収入 10

1

　

雑入 10

歳

入

　　　入　　　合　　　計 656,935

歳　出

款 項 金　　　額

(単位：千円)

1 刈谷小垣江駅東部土地区画
656,935

整理費

款

1 土地区画整

表

項

理費 656,935

金

歳　　　出　

　

　　合　　　計 656

　

,935

　額

(単位：

　

千円)

1 事業

歳

収入 553

入

1 清算徴収金 553

歳

2 繰越金 6

出

56,372

予

1 繰越金 656,3

算

72

3 諸

第１

歳

収入 10

1

　

雑入 10

歳

入

　　　入　　　合　　　計 656,935

歳　出

款 項 金　　　額

(単位：千円)

1 刈谷小垣江駅東部土地区画
656,935

整理費

款

1 土地区画整

表

項

理費 656,935

金

歳　　　出　

　

　　合　　　計 656

　

,935

　額

(単位：

　

千円)

1 事業

歳

収入 553

入

1 清算徴収金 553

歳

2 繰越金 6

出

56,372

予

1 繰越金 656,3

算

72

3 諸
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議案第２５号  

令和６年度刈谷市刈谷野田北部土地区画整理事業特別会計予算  

 令和６年度刈谷市の刈谷野田北部土地区画整理事業特別会計の予算は、次に定め

るところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４０，９７６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

  令和６年２月１６日提出  

                   刈谷市長  稲  垣     武  

― 14 ―



第１

歳

3 繰越金 4

　

3,566

入

1 繰越金 43,566

4 諸収入 10

1 雑入 10

歳　　　入　　　合　　　計 140,976

歳　出

款 項 金　款 　　額

(単位：千円)

表

項

1 刈谷野田北

金

部土地区画整理
140

　

,976
費

　

1 土地区画整理費 14

　

0,976

額

歳　　　出　　　合　

(

　　計 140,976

単位：

　

千円)

1 事業

歳

収入 92,580

入

1 保留地処分金

歳

92,580

出

2 国庫支出金 4,

予

820

1 国

算

庫補助金 4,820

第１

歳

3 繰越金 4

　

3,566

入

1 繰越金 43,566

4 諸収入 10

1 雑入 10

歳　　　入　　　合　　　計 140,976

歳　出

款 項 金　款 　　額

(単位：千円)

表

項

1 刈谷野田北

金

部土地区画整理
140

　

,976
費

　

1 土地区画整理費 14

　

0,976

額

歳　　　出　　　合　

(

　　計 140,976

単位：

　

千円)

1 事業

歳

収入 92,580

入

1 保留地処分金

歳

92,580

出

2 国庫支出金 4,

予

820

1 国

算

庫補助金 4,820
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議案第２６号 

   令和６年度刈谷市国民健康保険特別会計予算 

令和６年度刈谷市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１，７０４，７６８千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定

により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

令和６年２月１６日提出 

                   刈谷市長  稲  垣     武 
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第１

歳

1

3 国庫

　

支出金 2

1

入

国庫補助金 2

4 県支出金 7,724,572

1 県補助金 7,724,571

2 財政安定化基金交付金 1

5 財

款

産収入 2

1

表

項

財産運用収入 1

金

2 財産売払収入 1

　

6 繰入金

　

1,323,746

　

1 他会計繰入

額

金 1,323,745

(

2 基金繰入

単

金 1

7 繰

位

越金 1

1 繰

：

越金 1

8

　

千

諸収入 22,502

円

1 延滞金、加

)

算金及び過料 10,000

2 市預金利子 1

3 受託事業収入 1

4 雑入 12,50

1

0

款 項

国

金　　　額

(単位：千

民

円)

歳　　

歳

健 　入　　　合　　　計康 11,704,768保険税 2,633

入

,942

1

歳

国民健康保険税 2,6

出

33,942

予

2 一部負担金 1

算

1 一部負担金
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第１

歳

1

3 国庫

　

支出金 2

1

入

国庫補助金 2

4 県支出金 7,724,572

1 県補助金 7,724,571

2 財政安定化基金交付金 1

5 財

款

産収入 2

1

表

項

財産運用収入 1

金

2 財産売払収入 1

　

6 繰入金

　

1,323,746

　

1 他会計繰入

額

金 1,323,745

(

2 基金繰入

単

金 1

7 繰

位

越金 1

1 繰

：

越金 1

8

　

千

諸収入 22,502

円

1 延滞金、加

)

算金及び過料 10,000

2 市預金利子 1

3 受託事業収入 1

4 雑入 12,50

1

0

款 項

国

金　　　額

(単位：千

民

円)

歳　　

歳

健 　入　　　合　　　計康 11,704,768保険税 2,633

入

,942

1

歳

国民健康保険税 2,6

出

33,942

予

2 一部負担金 1

算

1 一部負担金
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歳　

項

2 保険給付

金

費 7,598,220

　

1 療養諸費

　

6,652,000

　

2 高額療養費

額

888,100

(

3 移送費 100

単

4 出産育児諸

位

費 47,520

：

5 葬祭諸費 10,

出 千

000

6 傷

円

病手当諸費 500

)

3 国民健康保険事業費納付金 3,780,229

1 医療給付費分 2,591,050

1

2 後期高齢者支援

総

金等分 902,344

務

3 介護納付

費

金分 286,835

1

4 保健事業

4

費 168,884

6

1 保健事業費 6

,

,579

2

3

特定健康診査等事業費

3

162,305

2

5 基金積立金 1

1 基金積立金 1

6 諸支出金 10,102

款 項 金　　　額

(単位：千円)

1

1 償還金及び

総

還付加算金 10,10

務

2

7 予備管 費 1,000理

1 予備費 1,000

費

歳　　　出

1

　　　合　　　計 11

3

,704,768

7,183

2 徴税費 7,907

3 運営協議会費 340

款

4 趣旨普及費 902
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歳　

項

2 保険給付

金

費 7,598,220

　

1 療養諸費

　

6,652,000

　

2 高額療養費

額

888,100

(

3 移送費 100

単

4 出産育児諸

位

費 47,520

：

5 葬祭諸費 10,

出 千

000

6 傷

円

病手当諸費 500

)

3 国民健康保険事業費納付金 3,780,229

1 医療給付費分 2,591,050

1

2 後期高齢者支援

総

金等分 902,344

務

3 介護納付

費

金分 286,835

1

4 保健事業

4

費 168,884

6

1 保健事業費 6

,

,579

2

3

特定健康診査等事業費

3

162,305

2

5 基金積立金 1

1 基金積立金 1

6 諸支出金 10,102

款 項 金　　　額

(単位：千円)

1

1 償還金及び

総

還付加算金 10,10

務

2

7 予備管 費 1,000理

1 予備費 1,000

費

歳　　　出

1

　　　合　　　計 11

3

,704,768

7,183

2 徴税費 7,907

3 運営協議会費 340

款

4 趣旨普及費 902
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議案第２７号  

   令和６年度刈谷市後期高齢者医療特別会計予算  

令和６年度刈谷市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，２３４，２８６千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

  令和６年２月１６日提出  

                   刈谷市長  稲  垣     武  
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第１

歳

1 一般会計繰

　

入金 255,486

入

3 繰越金 1

1 繰越金 1

4 諸収入 2,920

1 延滞金、加算金及び過料 100

2 償還金及び還付加算

款

金 2,820

表

項

歳　　　入　　　合

金

　　　計 2,234,

　

286

歳　出

　 款 項 金　　　額

(

　

単位：千円)

額

1 総務費 7,384

(

1 徴収費 7,

単

384

2 後

位

期高齢者医療広域連合

：

納
2,224,081

　

千

付金

円

1 後期高齢者医療広

)

域連合納
2,224,081

付金

3 諸支出金 2,821

1 償還金及び還付加算金 2,8

1

20

2 繰出

後

金 1

歳　　

期

　出　　　合　　　計

歳

高

2,234,286

齢者医療保険料 1,

入

975,879

歳

1 後期高齢者医療

出

保険料 1,975,8

予

79

2 繰

算

入金 255,486

第１

歳

1 一般会計繰

　

入金 255,486

入

3 繰越金 1

1 繰越金 1

4 諸収入 2,920

1 延滞金、加算金及び過料 100

2 償還金及び還付加算

款

金 2,820

表

項

歳　　　入　　　合

金

　　　計 2,234,

　

286

歳　出

　 款 項 金　　　額

(

　

単位：千円)

額

1 総務費 7,384

(

1 徴収費 7,

単

384

2 後

位

期高齢者医療広域連合

：

納
2,224,081

　

千

付金

円

1 後期高齢者医療広

)

域連合納
2,224,081

付金

3 諸支出金 2,821

1 償還金及び還付加算金 2,8

1

20

2 繰出

後

金 1

歳　　

期

　出　　　合　　　計

歳

高

2,234,286

齢者医療保険料 1,

入

975,879

歳

1 後期高齢者医療

出

保険料 1,975,8

予

79

2 繰

算

入金 255,486

議案第２８号  

   令和６年度刈谷市介護保険特別会計予算  

令和６年度刈谷市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，３１７，１２９千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定

により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

令和６年２月１６日提出  

                   刈谷市長  稲  垣     武  
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第１

歳

1 一般会計繰

　

入金 255,486

入

3 繰越金 1

1 繰越金 1

4 諸収入 2,920

1 延滞金、加算金及び過料 100

2 償還金及び還付加算

款

金 2,820

表

項

歳　　　入　　　合

金

　　　計 2,234,

　

286

歳　出

　 款 項 金　　　額

(

　

単位：千円)

額

1 総務費 7,384

(

1 徴収費 7,

単

384

2 後

位

期高齢者医療広域連合

：

納
2,224,081

　

千

付金

円

1 後期高齢者医療広

)

域連合納
2,224,081

付金

3 諸支出金 2,821

1 償還金及び還付加算金 2,8

1

20

2 繰出

後

金 1

歳　　

期

　出　　　合　　　計

歳

高

2,234,286

齢者医療保険料 1,

入

975,879

歳

1 後期高齢者医療

出

保険料 1,975,8

予

79

2 繰

算

入金 255,486

議案第２８号  

   令和６年度刈谷市介護保険特別会計予算  

令和６年度刈谷市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，３１７，１２９千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定

により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

令和６年２月１６日提出  

                   刈谷市長  稲  垣     武  
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第１

歳

3 国庫支出金

　

1,912,388

入

1 国庫負担金 1,682,827

2 国庫補助金 229,561

4 支払基金交付金 2,601,725

1 支払基金

款

交付金 2,601,7

表

項

25

5 県

金

支出金 1,424,6

　

09

1 県負

　

担金 1,325,89

　

6

2 県補助

額

金 98,712

(

3 財政安定化基金

単

支出金 1

位

6 財産収入 680

：

1 財産運用収入

　

千

680

7

円

繰入金 1,904,2

)

39

1 一般会計繰入金 1,727,411

2 基金繰入金 176,828

8 繰

1

越金 2

1 繰

保

越金 2

9

険

諸収入 41,571

歳

料

1 延滞金、加

2

算金及び過料 3

,

款 項 金　　　

4

額

(単位：千円)

3 2 預金利子 11

3 雑入 41,5

,

67

歳　　

8

　入　　　合　　　計

5

10,317,129

5

入

1 介護保険

歳

料 2,431,855

出

2 使用料

予

及び手数料 60

算

1 手数料 60
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諸収入 41,571

歳

料

1 延滞金、加

2

算金及び過料 3

,

款 項 金　　　

4

額

(単位：千円)

3 2 預金利子 11

3 雑入 41,5

,

67

歳　　

8

　入　　　合　　　計

5

10,317,129

5

入

1 介護保険

歳

料 2,431,855

出

2 使用料

予

及び手数料 60

算

1 手数料 60

第１

歳

3 国庫支出金

　

1,912,388

入

1 国庫負担金 1,682,827

2 国庫補助金 229,561

4 支払基金交付金 2,601,725

1 支払基金

款

交付金 2,601,7

表

項

25

5 県

金

支出金 1,424,6

　

09

1 県負

　

担金 1,325,89

　

6

2 県補助

額

金 98,712

(

3 財政安定化基金

単

支出金 1

位

6 財産収入 680

：

1 財産運用収入

　

千

680

7

円

繰入金 1,904,2

)

39

1 一般会計繰入金 1,727,411

2 基金繰入金 176,828

8 繰

1

越金 2

1 繰

保

越金 2

9

険

諸収入 41,571

歳

料

1 延滞金、加

2

算金及び過料 3

,

款 項 金　　　

4

額

(単位：千円)

3 2 預金利子 11

3 雑入 41,5

,

67

歳　　

8

　入　　　合　　　計

5

10,317,129

5

入

1 介護保険

歳

料 2,431,855

出

2 使用料

予

及び手数料 60

算

1 手数料 60
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歳　

項

普及費 803

金

5 計画懇話会費 43

　

2

2 保険

　

給付費 9,257,6

　

21

1 介護

額

サービス等諸費 8,5

(

44,257

単

2 介護予防サービス

位

等諸費 325,827

：

3 その他諸

出 千

費 5,388

円

4 高額介護サービス

)

等費 226,546

5 高額医療合算介護サービス
38,686

等費

6 特

1

定入所者介護サービス

総

等
116,917

費

務

3 地域支援

費

事業費 703,179

3

1 介護予防

5

事業費 331,766

1

2 一般介護

,

予防事業費 51,61

3

1

9

3 包括的支援事業・任

7

意事業
319,149

費

4 その他諸費 653

4 基金積立金 680

1 基金積立金 680

1

5 諸支出金 4,252

総

1 償還金及

務

び還付加算金 4,25

管

1

款 項

理

金　　　額

(単位：千

費

円)

2 繰出金

2

1

歳　　　2 出　　　合　　　計 16 0,317,129,312

2 徴収費 12,907

3 介護認定審査会費 110,9

款

43

4 趣旨
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歳　

項

普及費 803

金

5 計画懇話会費 43

　

2

2 保険

　

給付費 9,257,6

　

21

1 介護

額

サービス等諸費 8,5

(

44,257

単

2 介護予防サービス

位

等諸費 325,827

：

3 その他諸

出 千

費 5,388

円

4 高額介護サービス

)

等費 226,546

5 高額医療合算介護サービス
38,686

等費

6 特

1

定入所者介護サービス

総

等
116,917

費

務

3 地域支援

費

事業費 703,179

3

1 介護予防

5

事業費 331,766

1

2 一般介護

,

予防事業費 51,61

3

1

9

3 包括的支援事業・任

7

意事業
319,149

費

4 その他諸費 653

4 基金積立金 680

1 基金積立金 680

1

5 諸支出金 4,252

総

1 償還金及

務

び還付加算金 4,25

管

1

款 項

理

金　　　額

(単位：千

費

円)

2 繰出金

2

1

歳　　　2 出　　　合　　　計 16 0,317,129,312

2 徴収費 12,907

3 介護認定審査会費 110,9

款

43

4 趣旨

歳　

項

普及費 803

金

5 計画懇話会費 43

　

2

2 保険

　

給付費 9,257,6

　

21

1 介護

額

サービス等諸費 8,5

(

44,257

単

2 介護予防サービス

位

等諸費 325,827

：

3 その他諸

出 千

費 5,388

円

4 高額介護サービス

)

等費 226,546

5 高額医療合算介護サービス
38,686

等費

6 特

1

定入所者介護サービス

総

等
116,917

費

務

3 地域支援

費

事業費 703,179

3

1 介護予防

5

事業費 331,766

1

2 一般介護

,

予防事業費 51,61

3

1

9

3 包括的支援事業・任

7

意事業
319,149

費

4 その他諸費 653

4 基金積立金 680

1 基金積立金 680

1

5 諸支出金 4,252

総

1 償還金及

務

び還付加算金 4,25

管

1

款 項

理

金　　　額

(単位：千

費

円)

2 繰出金

2

1

歳　　　2 出　　　合　　　計 16 0,317,129,312

2 徴収費 12,907

3 介護認定審査会費 110,9

款

43

4 趣旨
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議案第２９号 

   令和６年度刈谷市水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度刈谷市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給水戸数 

 （２）年間総配水量 

 （３）１日平均配水量 

 （４）主要な建設改良事業 

     配水設備増補改良費 

 （収益的収入及び支出） 

70,894 

17,610,000 

48,300 

 

1,339,454 

戸 

㎥ 

㎥ 

 

千円 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収        入 

 第１款 水 道 事 業 収 益 

  第１項 営 業 収 益 

  第２項 営 業 外 収 益 

  第３項 特 別 利 益 

2,895,906 

2,627,587 

268,309 

10 

千円 

千円 

千円 

千円 

支        出 

 第１款 水 道 事 業 費 用 

  第１項 営 業 費 用 

  第２項 営 業 外 費 用 

  第３項 特 別 損 失 

  第４項 予 備 費 

2,968,347 

2,913,558 

53,769 

20 

1,000 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額８１４，１１４千円は、過年度分損益勘定留保資金

８１４，１１４千円で補てんするものとする。）。 

収        入 

 第１款 資 本 的 収 入 746,068 千円 

  第１項 企 業 債 

  第２項 負 担 金 

  第３項 固定資産売却代金 

第４項 補 助 金 

600,000 

123,558 

10 

22,500 

千円 

千円 

千円 

千円 

支        出 

 第１款 資 本 的 支 出 

  第１項 建 設 改 良 費 

  第２項 企 業 債 償 還 金 

1,560,182 

1,470,897 

89,285 

千円 

千円 

千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

款 項 事 業 名 総 額 年度 年 割 額 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

南 部 配 水 場 

施設耐震化事業 

（ そ の ２ ） 

1,334,432 

６ 334,400 

７ 626,162 

８ 373,870 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

南 部 配 水 場 

５号配水ポンプ 

等 更 新 事 業 

106,700 

６ 50,243 

７ 56,457 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償  還  の  方  法 

 

 

 

 

水道施設更新事業 

 

 

 

 

600,000 

 

 

 

 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

 

4.0％以内 

（ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 政

府 資 金 等 に つ

いて、利率の見

直 し を 行 っ た

後においては、

当 該 利 率 見 直 

政府資金等融資条件

に定めのある場合は

その条件により、銀

行その他の場合には

その債権者と協定す

るものによる。ただ

し、企業財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、

若しくは繰上償還又 
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  第１項 企 業 債 

  第２項 負 担 金 

  第３項 固定資産売却代金 

第４項 補 助 金 

600,000 

123,558 

10 

22,500 

千円 

千円 

千円 

千円 

支        出 

 第１款 資 本 的 支 出 

  第１項 建 設 改 良 費 

  第２項 企 業 債 償 還 金 

1,560,182 

1,470,897 

89,285 

千円 

千円 

千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

款 項 事 業 名 総 額 年度 年 割 額 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

南 部 配 水 場 

施設耐震化事業 

（ そ の ２ ） 

1,334,432 

６ 334,400 

７ 626,162 

８ 373,870 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 

南 部 配 水 場 

５号配水ポンプ 

等 更 新 事 業 

106,700 

６ 50,243 

７ 56,457 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償  還  の  方  法 

 

 

 

 

水道施設更新事業 

 

 

 

 

600,000 

 

 

 

 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

 

4.0％以内 

（ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 政

府 資 金 等 に つ

いて、利率の見

直 し を 行 っ た

後においては、

当 該 利 率 見 直 

政府資金等融資条件

に定めのある場合は

その条件により、銀

行その他の場合には

その債権者と協定す

るものによる。ただ

し、企業財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、

若しくは繰上償還又 
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し後の利率） 

 

は低利に借換えする

ことができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）営業費用と営業外費用との間 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

 （１）職員給与費                     215,791 千円 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３５，１４６千円と定める。 

  令和６年２月１６日提出 

                   刈谷市長  稲  垣     武 
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し後の利率） 

 

は低利に借換えする

ことができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）営業費用と営業外費用との間 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

 （１）職員給与費                     215,791 千円 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３５，１４６千円と定める。 

  令和６年２月１６日提出 

                   刈谷市長  稲  垣     武 

議案第３０号 

   令和６年度刈谷市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和６年度刈谷市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗化人口 

 （２）年間総処理水量 

 （３）１日平均処理水量 

 （４）主要な建設改良事業 

      管渠施設費 

      雨水施設費 

 （収益的収入及び支出） 

132,607 

19,803,000 

54,200 

 

757,549 

350,013 

人 

㎥ 

㎥ 

 

千円 

千円 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収        入 

 第１款 下 水 道 事 業 収 益 

  第１項 営 業 収 益        

  第２項 営 業 外 収 益        

  第３項 特 別 利 益        

3,639,699 

1,851,399 

1,788,290 

10 

千円 

千円 

千円 

千円 

支        出 

 第１款 下 水 道 事 業 費 用 

  第１項 営 業 費 用        

  第２項 営 業 外 費 用        

  第３項 特 別 損 失        

  第４項 予 備 費        

3,639,658 

3,377,872 

260,776 

10 

1,000 

千円 

千円 

千円 

千円 

千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額８３１，２７６千円は、当年度分損益勘定留保資金

８３１，２７６千円で補てんするものとする。）。 

収        入 
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 第１款 資 本 的 収 入           1,707,062 千円 

  第１項 企 業 債 

    第２項 出 資 金 

  第３項 負 担 金 

  第４項 補 助 金 

507,100 

962,764 

15,909 

221,289 

千円 

千円 

千円 

千円 

支        出 

 第１款 資  本  的  支  出           

  第１項 建 設 改 良 費         

  第２項 企 業 債 償 還 金         

2,538,338 

1,170,508 

1,367,830 

千円 

千円 

千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

款 項 事 業 名 総 額 年度 年 割 額 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 
公 共 下 水 道 

汚 水 整 備 事 業 
956,054 

６ 250,023 

７ 356,580 

８ 349,451 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償  還  の  方  法 

下 水 道 事 業 507,100 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

4.0％以内 

（ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 政

府 資 金 等 に つ

いて、利率の見

直 し を 行 っ た

後においては、

当 該 利 率 見 直

し後の利率） 

政府資金等融資条件

に定めのある場合は

その条件により、銀

行その他の場合には

その債権者と協定す

るものによる。ただ

し、企業財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、

若しくは繰上償還又

は低利に借換えする

ことができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）営業費用と営業外費用との間 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

 （１）職員給与費                       176,457  千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の健全な財政運営に資するため、一般会計からこの会計へ補

助を受ける金額は、４０１，２００千円である。 

  令和６年２月１６日提出 

                   刈谷市長  稲  垣     武 
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 第１款 資 本 的 収 入           1,707,062 千円 

  第１項 企 業 債 

    第２項 出 資 金 

  第３項 負 担 金 

  第４項 補 助 金 

507,100 

962,764 

15,909 

221,289 

千円 

千円 

千円 

千円 

支        出 

 第１款 資  本  的  支  出           

  第１項 建 設 改 良 費         

  第２項 企 業 債 償 還 金         

2,538,338 

1,170,508 

1,367,830 

千円 

千円 

千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

款 項 事 業 名 総 額 年度 年 割 額 

１ 資本的支出 １ 建設改良費 
公 共 下 水 道 

汚 水 整 備 事 業 
956,054 

６ 250,023 

７ 356,580 

８ 349,451 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償  還  の  方  法 

下 水 道 事 業 507,100 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

4.0％以内 

（ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 政

府 資 金 等 に つ

いて、利率の見

直 し を 行 っ た

後においては、

当 該 利 率 見 直

し後の利率） 

政府資金等融資条件

に定めのある場合は

その条件により、銀

行その他の場合には

その債権者と協定す

るものによる。ただ

し、企業財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、

若しくは繰上償還又

は低利に借換えする

ことができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）営業費用と営業外費用との間 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

 （１）職員給与費                       176,457  千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の健全な財政運営に資するため、一般会計からこの会計へ補

助を受ける金額は、４０１，２００千円である。 

  令和６年２月１６日提出 

                   刈谷市長  稲  垣     武 
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